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（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
本論文は、騒音、大気汚染等による生活妨害の差止めを求める民事訴訟の請求及び
判決並びに強制執行の在り方について、理論的及び実践的観点から精密に分析し、具
体的な解釈論を提示したものである。 
我が国においては、1970年代から80年代前半にかけて抽象的不作為請求に係る訴え
の適法性や請求認容判決の強制執行に関して一定の議論があったが、その後、訴えを
適法とする最高裁判決等が現れているにもかかわらず、結論として請求を棄却する判
決が多かったこともあって、強制執行の在り方を含めた抽象的不作為請求に関する理
論的な分析は必ずしも進展してこなかった。 
そのような中、本論文は、19世紀末期から21世紀にかけてのドイツの裁判例を丹念
に紹介・分析し、その結果を踏まえて、我が国の民事訴訟法及び民事執行法の解釈に
ついて、具体的な事件類型ごとの方向性を示す。 
とりわけ、ドイツ法の状況について、不作為を命ずる判決のみならず作為を命ずる
判決の強制執行にも注目し、執行裁判所の審理・判断権限の範囲、間接強制の用法、
作為・不作為の識別基準、作為債務の代替性判断の指標等を詳細に明らかにしてお
り、その内容は、これらを網羅的かつ体系的に検討し、ドイツの非金銭債務に係る権
利実現過程の全体像を浮かび上がらせた点において我が国のこれまでの研究の中で随
一のものである。 
また、我が国の解釈論との関係では、ドイツにおける作為・不作為請求の内容や執
行裁判所の権限等に関する検討を踏まえ、執行裁判所が実体法上の一定の事項を判断
できることを前提に、いわゆる抽象的不作為判決の含意、抽象的又は具体的作為判決
の活用方法等を論じた上で、事件類型別に具体的な問題解決の指針を示しており、理
論面のみならず実務との関係でも意義が大きい。 
このように、本論文は、今後学界での議論や裁判実務において必ず参照されるべき
価値を有するものである。 
もっとも、本論文に対しても改善を求めるべき部分がないわけではない。特に、強
制執行段階での実体法的な判断の可能性を論ずるのであれば、その理論的な根拠及び
帰結について、救済法という法領域を認める見解との関係を論ずる必要があり、それ
がされていれば、議論の厚みが増し、具体的な結論を導く道筋もより明瞭になってい
たであろう。しかし、これは、今後の研究により補充することが期待でき、本論文の
上記のような価値を損なうものではない。 
以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであ
り、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認められ
る。 
また、平成29年2月2日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った結
果合格と認めた。 
なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に
際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
